
 

舞鶴市国民健康保険条例の一部改正に関する参考資料（徴収猶予フロー図） 

 
(医療機関等) 

認知症などで判断能力が不十分かつ身寄りの有無が分からない国保被保険者が、急患として医療機関を受診し、

即時入院が必要となった場合、医療費等の支払能力が不明なため、生活保護担当課へ連絡。 

※ 治療費等が 100万円発生した場合（被保険者である患者の負担割合を 3割とし、単純に負担割合だけで見た場合） 

①の場合（改正前）：100万円のうち、国保負担分 0円（資格喪失のため）、患者（被保険者）負担分 100万円 となる。 

①の場合（改正後）：100万円のうち、国保負担分 70万円、                  となる。（高額療養費制度等を活用した場合にはさらに負担額は減少する） 

 

(生活保護担当課) 

・患者の資産調査を実施。 

・資産調査の結果を元に、生活保護の要否判定を実施。 

(患者) 

・生活保護継続 

・医療費等自己負担なし  

(患者) 

・生活保護が廃止され、医療費の全額を返還。 

   

※生活保護開始時点で、国民健康保険から脱退と

なっているため、10割負担となる。 

 生活保護 (要)   
  生活保護 (否)   

(生活保護担当課) 

・緊急を要するため、資産調査等を行わずに職権で生活保護を開始。 

・職権により、国民健康保険担当課へ国民健康保険脱退を依頼。 

・医療費(10割)を病院へ支出。 

（改正前） 

① 

(生活保護担当課) 

・生活保護の職権開始以後の医療費は、医療扶助で対応(本人負担なし) 

・職権により、国民健康保険担当課へ国民健康保険からの脱退を依頼する。 

 

(患者) 

・生活保護開始(医療費は医療扶助で対応するため自己負担なし) 

・生活保護開始と同時に、国民健康保険から脱退となる。 

・徴収猶予期間中の保険料、一部負担金は、国民健康保険へ支払う。 

(患者) 

・徴収猶予が終了。徴収猶予期間の保険料、一部負担金を支払う。 

(生活保護担当課) 

・国民健康保険担当課に、保険料等の徴収猶予の適用を依頼。 

・生活保護の職権開始を検討するため、患者の資産等調査を実施。 

・資産調査の結果が出るまで、生活保護の職権開始を行わない。 

 

(国民健康保険担当課) 

・徴収猶予制度(最長 1年)を適用し、徴収を猶予。 

（改正後） 

 生活保護 (要)   

(生活保護担当課) 

・資産調査の結果を元に、生活保護の要否判定を実施。 

① 

  生活保護 (否)   
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患者（被保険者）負担分 100万円 

患者負担分 30万円 


